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税務訴訟資料 第２７２号（順号２０２２－６） 

 

 広島地方裁判所尾道支部 令和●●年（○○）第●●号 債権仮差押異議申立事件 

 国側当事者・国 

 令和４年３月１日認可・確定 

 

    決    定 

 債権者         国 

 同代表者法務大臣    古川 禎久 

 同指定代理人      青山 耕治 

 同           正木 一紀 

 同           城 明男 

 同           寺本 正昭 

 同           渡邉 洋貴 

 同           髙田 美菜 

 債務者         Ｙ株式会社 

 同代表者代表取締役   Ａ 

 

    主    文 

 １ 債権者と債務者間の当庁令和●●年（○○）第●●号債権仮差押命令申立事件について、当裁

判所が令和３年１０月１８日にした仮差押決定を認可する。 

 ２ 申立費用は債務者の負担とする。 

 

    理    由 

 第１ 事案の概要 

  １ 本件は、国である債権者が、広島国税局長が、国税の滞納者であるＢ株式会社が同社の取締

役であったＣ（以下「Ｃ」という。）に対して金銭の返還債務を免除したことからＣが国税徴

収法３９条に基づき第二次納税義務を負うとして、同法３２条１項前段に基づく納付通知書

による告知処分を行ったことを受け、国税徴収法４７条１項及び同法６２条の規定に基づき、

Ｃが債務者に対して有する債務者との間の債務承認弁済契約（以下「本件債務承認契約」と

いう。）に基づく金銭支払請求権（以下「本件差押債権」という。）を差し押さえた（以下

「本件差押」という。）ことにより同法６７条１項に基づく取立権を取得したものとして、本

件差押債権を被保全権利とし、債務者が第三債務者に対して有する債権を仮に差し押さえ、

第三債務者が債務者に対して仮差押に係る債務の支払をしてはならない旨の仮差押命令の申

立てをした事案である。 

    当裁判所がこれを認容する旨の決定をしたのに対し、債務者が保全異議を申し立てた。 

  ２ 主要な争点及び当事者の主張 

    本件の主要な争点は、被保全権利の存否及び保全の必要性である。 

    債権者の主張は「債権仮差押命令申立書」及び令和４年１月１１日付け答弁書記載のとおり

であるのでこれらを引用する。 
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    債務者の主張は、「保全異議申立書」、令和３年１２月２日付け「訂正申立書」及び令和３年

１２月１６日付け答弁書記載のとおりであるのでこれらを引用するが、これに加えて審尋の

結果を踏まえると、要するに、債権者が本件債務承認契約の根拠として提出する債務承認弁

済契約書（疎甲６）は偽造されたものであって本件差押債権は存在しないし、仮にこれが存

在していたとしても、本件差押債権は、債務者とＣとの間で令和元年８月１日に書面で締結

した相殺契約によって消滅しているから、いずれにせよ被保全債権は存在しない、また、保

全の必要性も認められない旨主張するものである。 

 第２ 当裁判所の判断 

  １ 前提事実 

    当事者に争いのない事実及び一件記録により容易に認められる事実は以下のとおりである。 

  （１）当事者 

    ア 債権者は国である。 

    イ 債務者は、土木工事業及び建築工事業等を目的とする株式会社である（疎甲４）。 

    ウ Ｂ株式会社は、電気工事業、通信設備工事業等を目的とする株式会社である（疎甲１）。 

    エ Ｃは、平成２８年７月２０日、債務者の代表取締役及び取締役に就任したが、令和元年

７月１０日に代表取締役を辞任した（疎甲４）。 

  （２）本件差押に至る経緯 

    ア Ｂ株式会社は、納期限を徒過した法人税等からなる合計２６００万６４２８円の租税債

権（以下「本件租税債権」という。）を有していた（疎甲２）。 

    イ 広島国税局長は、Ｂ株式会社が、Ｃが同社に対して有していた合計４１８３万５４８３

円の債務について、平成２９年８月８日から同年１１月２０日までの間に債務免除を行っ

たところ、Ｂ株式会社は本件租税債権に充てるべき十分な財産を有しておらず、Ｂ株式会

社に滞納処分を執行してもなお本件租税債権に不足すると認められ、また、上記債務免除

がなければその徴収不足は生じなかったと認められるとして、平成３１年２月１４日付け

で、Ｃに対し、国税徴収法３９条に基づき、第二次納税義務に係る納付通知書による告知

処分を行った（疎甲３）。 

    ウ 債務者は、同年１月３０日に行った法人税の確定申告において、Ｃからの１０８９万１

８３８円の借入金がある旨申告した（疎甲５）。 

      Ｃが債務者に対して支払期限は定めずに１０８５万４３５１円の支払義務があることを

承認する内容の債務承認弁済契約書が令和元年６月６日付けで作成されている（疎甲６）。 

      債権者は、同日、上記債務承認弁済契約書に基づき、Ｃが債務者に対し、１０８５万４

３５１円の本件差押債権を有していることを前提として、国税徴収法４７条１項及び同法

６２条の規定に基づき、本件差押債権について本件差押を行った（疎甲７）。 

      広島国税局長は、同年９月１８日、債務者に対し、本件差押債権について同月２７日ま

でに支払うよう求める旨記載した履行催告書を簡易書留郵便送付しており、遅くとも同月

２０日までに、債務者は当該催告書を受領した。 

  ２ 被保全権利について 

  （１）上記１によれば、本件債務承認契約が成立し、本件差押債権が存在すること及びこれにつ

いて債権者が取立権を取得したことが一応認められる。 

     これに対し、債務者は、債務者とＣとの間の債務承認弁済契約書（疎甲６）は偽造された
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ものであり、本件差押債権は存在しない旨主張する。しかしながら、当該債務承認弁済契約

書の記載内容、体裁自体からはこれが債務者とＣにおいて作成されたものであることについ

て特段疑問を生じさせる点はなく、債務者の主張や債務者の提出する資料によってもその成

立の真正について直ちに疑いが生じるものともいえない。また、本件債務承認契約の内容は、

債務者が確定申告書においてＣに対する債務を負っている旨申告していたこと（疎甲５号証）

と整合するものであるし、Ｃ本人が本件差押について何らかの不服を申し立たことはうかが

われないことからすれば、債務者の主張を踏まえても、上記の判断は覆らない。 

  （２）また、債務者は、本件差押後、Ｃとの間で令和元年８月１日に相殺契約書（乙７）に基づ

く相殺契約を締結しているところ、これにより、債務者のＣに対する債務と、①債務者がＣ

に対して有する貸付金合計４４６万７６６４円及び②債務者の代表者であるＡのＣに対する

貸付金１１１２万５６６２円とが相殺され、本件差押債権は消滅したものと主張している。 

     しかしながら、債務者が主張する上記①②のＣに対する債権については、債務者が主張の

根拠とする相殺契約書（乙７）における記載は、債務者の決算報告書（乙１、乙２の３）の

令和元年８月１日の欄に記載されている相殺の対象とされた債権の内容や金額と整合しない

部分があるし、また、債務者が同年１２月１１日付けで広島国税局長宛てに提出した相殺に

関する主張書面（疎甲１７）の記載内容とも整合していない。さらに、上記①については、

そもそも上記相殺契約書（乙７）の記載自体において、貸付金合計残額として記載されてい

る金額と、その明細として記載されている金額の合計額とが整合しておらず、矛盾が生じて

いるし、平成３１年２月２７日の１６０万円の貸付け以外は、債権の存在について直接に裏

付ける資料も提出されていない。１６０万円の貸付けについては、一応借用書（乙６）が提

出されているものの、当該借用書には貸付けを行ったのが誰かについての記載はされておら

ず、これによって債務者からの貸付けの事実が直ちに裏付けられるものではない。以上の事

情に鑑みれば、債務者が主張する相殺契約において相殺の対象としたとされる上記①及び②

の債権は、いずれもその存在自体が疑わしいものと言わざるを得ない。 

     さらに言えば、上記債務者が主張する相殺契約は、本件差押処分後にされたものであると

ころ、少なくとも、上記②のＡの債務とＣの債務者に対する債権とを消滅させる合意は、そ

もそも民法上の相殺の概念に含めることは相当でなく、債務者の代表者による相殺への期待

を保護すべきものともいえないことからも、当該合意を差押債権者に対抗することはできな

いと考えられる。したがって、少なくともこの部分については本件差押に優先するものでは

ないことも明らかである。 

     以上からすれば、本件差押債権については、相殺契約によって消滅していないものと一応

認められる。 

  （３）以上からすれば、被保全権利の存在については一応認めることができる。 

  ３ 保全の必要性について 

    一件記録によれば、債務者には第三債務者らに対する仮差押債権以外に見るべき資産がなく、

債務者が本件差押債権の履行を拒んでいることが認められ、保全の必要性も認められる。 

  ４ 結論 

    よって、本件仮差押命令申立ては理由があるから、これを認容した原決定を認可することと

し、主文のとおり決定する。 
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令和４年３月１日 

広島地方裁判所尾道支部 

裁判官 藤根 桃世 


